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地域生活へのステップを
サポート

受け入れ条件が整えば退院できる、いわゆる「社会的
入院」の方などを対象に病院関係者（医師・看護師・
ソーシャルワーカーなど）、地域の支援センターの職
員や保健所職員等がチームを組み、退院の準備、退
院後の地域生活までを支援します。

福祉、医療等のサービスにより、精神障害を含む障害のある人々の自立を支
える法律です。
この法律に基づくサービスは、障害や心身の状況、利用する方のサービスの
利用希望などに配慮しながら市町村が支給を決定します。

精神障害者地域移行・
地域定着支援事業 (退院促進支援事業 )
［相談窓口］病院のソーシャルワーカーや医師・看護師等または保健所

賃貸契約のサポート

賃貸契約する際の支援として、物件あっせん依頼や入
居契約手続き支援、地域の支援体制に係る調整や、
関係機関等との連絡など、居住に関するサポートを行
います。

住宅入居等支援事業 (居住サポート事業 )
［相談窓口］市町村

●住まいを借りるための支援●退院のための支援

自宅でその人らしい
生活を送るために

調理、買い物、通院援助などのサービスを、単身生活
でも、家族と同居しながらでも、利用できます。

ホームヘルプサービス（居宅介護）
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

重度の障害をもつ方の
外出を支援

重度の障害のため支援が必要な方に、外出や移動の
援護を行います。障害程度区分※2が3以上（行動障害
12項目の合計が10以上）の方が対象となります。

行動援護
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

重度の障害のため介護が
必要な方の生活支援

重度の障害のため、常時介護が必要な方の食事・入
浴・排泄などの援助を行います。障害程度区分※2が3
以上（50歳以上の障害者は2以上）の方が対象とな
ります。

生活介護
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

自宅で生活する方の
短期の入所サービス

自宅において介護を行う方の病気その他の理由によ
り、施設への短期間の入所を必要とする障害者等に
対し、一定期間だけ目的に合わせて入所できるサービ
スです。入浴や排せつ及び食事の介護、その他の必要
な支援を行います。

ショートステイ（短期入所事業）
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

●ショートステイ（短期入所事業）

●支援を受けられる住まい●在宅サービス

障害をもつ人たちが地域の中で生活するための
様々な制度やサービスがあります。
なお、ここでは障害者自立支援法※1関連の
サポートを中心にご紹介しています。

入居支援、生活介護、行動援護など

住まい・生活

生活支援を受けながら、地域の中で共同生活

病院からの退院や施設からの退所に際し一人暮らしに不安がある方が、職員（世話人）
の方の支援を受けながら、アパートなどの住居に共同で生活する場所です。ケアホーム
については相談や食事提供などの支援に加えて、身の回り（食事、入浴等）の支援も受
けることができます。

グループホーム（共同生活援助）
ケアホーム（共同生活介護）
［相談窓口］市町村の担当窓口、または各地域の相談支援事業所

障害福祉サービス（介護給付）の利用を希望する場合の目安とするものです。
【相談窓口】市町村の福祉課

住まい・生活

※１　障害者自立支援法とは？

※２　障害程度区分とは？
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病状の安定を図りながら
マイペースで働きたい方には

福祉的就労をしたい方（一般企業で働くのが難しい、
就労移行支援などを試したがうまくいかないなど）を
対象に、事業所で作業や生産活動を行います（雇用
契約なし・工賃支給）。一般就労の準備ができた場合
は就職の支援が受けられます。（期限なし・利用料あ
り）

就労継続支援Ｂ型（通称：Ｂ型・継続Ｂなど）
［相談窓口］市町村の障害福祉の担当窓口

日中活動の場を提供

地域における日中の活動の場が欲しい方を対象。日
中に通所し、創作的な活動や生産活動を行う場を提
供します。生活の上での一般的な相談をすることもで
きます。（支援内容・利用期限・利用料はセンターに
よって異なります）

何らかの精神疾患（てんかんを含みます）により、通
院による治療を続ける必要がある程度の状態の方が
対象となります。

対象となるのは全ての精神疾患で、次のようなものが
含まれます。
統合失調症/うつ病、躁うつ病などの気分障害/
不安障害/薬物依存症/発達障害/てんかんなど

・一般の方であれば公的医療保険で3割の医療費を
負担しているところを1割に軽減します（例：かかっ
た医療費が7,000円、医療保険による自己負担が
2,100円の場合、本制度による自己負担を700円
に軽減します）。
・この1割の負担が過大なものとならないよう、1か月
当たりの負担には上限を設けています。上限額は、
世帯（※）の所得に応じて異なっています。

・さらに、統合失調症などで、医療費が高額な治療を
長期間にわたり続けなければならない方（本制度
では「重度かつ継続」と呼んでいます）は、1か月当
たりの負担限度額が低くなります。

・申請は市町村の担当窓口で行ってください。

・申請に必要なものは自治体により異なる場合があ
りますので、詳しくは市町村の担当課や、精神保健
福祉センターにお問い合わせください。
・受給者証の有効期限は、原則として1年です。更新
の申請について詳しくは申請した市町村にお問い
合わせください。

地域活動支援センター
（通称：地活（ちかつ）・活動支援センター・
地域生活支援センターなど）

［相談窓口］市町村の障害福祉の担当窓口

日常生活能力の維持・向上の
ための支援

地域生活を営む上で、日常生活能力の維持・向上を図
るため、一定期間の訓練が必要な方（病院を退院した
ばかりの方など）を対象に家事などの日常生活能力
を向上するための支援などを実施します。原則通所で
すが、訪問や宿泊の訓練を実施するところもありま
す。（原則、期限は２年・利用料あり）

自立訓練（生活訓練）
［相談窓口］市町村の担当窓口、
　　　　　　または各地域の相談支援事業所

ハローワークでも住まい・
生活に関する相談ができます

仕事を探している方で、住まいや生活のことでお困り
の方には、ハローワークでも相談窓口を設けていま
す。総合相談を行い、関係機関のご案内なども行って
います。

ハローワーク 住居・生活支援窓口
［相談窓口］ハローワーク

就職する前に準備をして、
いずれは企業で働きたい方には

一般企業への就職を目指す方を対象に、知識や技能
の訓練を行います。また、仕事の適性や課題を見極め
るためのプログラムや一般企業での職場実習等も行
います。就職後も一定期間は、必要に応じて支援が受
けられます。（利用期限2年・利用料あり）

就労移行支援事業所（通称：移行支援・移行など）
［相談窓口］市町村の障害福祉の担当窓口

福祉的な環境で
契約を結んで働きたい方には

一般企業で働くのが難しいが雇用契約を結んで働き
たい方や、将来の一般就労に向けて準備をしたい方
が対象です。事業所と雇用契約を結んで生産活動を
行います。この支援で一般就労の準備ができた場合
は、就職の支援が受けられます。（期限なし・利用料
あり）

就労継続支援Ａ型（通称：Ａ型・継続Ａなど）
［相談窓口］市町村の障害福祉の担当窓口

●日中活動の充実のためのサービス

●医療費の助成

精神疾患の治療を受けている人たちへの
医療費への助成、税金の控除、
また障害がある人への手当や年金、
給付金など、様々な経済的な支援があります。

医療費への助成、控除、
生活支援など

経済的な支援

【対象となる疾患】

【手続き】

【医療費の自己負担】

※ここでいう「世帯」とは通院される方と同じ健康保険など
　の公的医療保険に加入する方を同一の「世帯」として捉
　えています。

※市町村によって、担当する課の名称は異なりますが障害
　福祉課、保健福祉課が担当する場合が多いようです。

自立支援医療 (精神通院医療費の公費負担 )
［相談窓口］市町村の担当課、都道府県の精神保健福祉センター

医療費の自己負担分を一部軽減

経済的な支援に関する支援には下記もあります。
詳しくはＰ9をご覧ください。
・傷病手当金　・労災補償

住まい・生活
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